
　
財
政
力
指
数
は
、地
方
公
共
団
体
の

財
政
力
の
強
弱
を
示
す
指
数
で
す
。
地

方
交
付
税
の
基
準
財
政
収
入
額
、基
準

財
政
需
要
額
か
ら
計
算
し
ま
す
が
、「
１
」

以
下
で
あ
れ
ば
、そ
の
不
足
部
分
は
地
方

交
付
税
が
交
付
さ
れ
、「
１
」以
上
で
あ
れ

ば
、地
方
交
付
税
は
不
交
付
と
な
り
、自

前
の
財
源
だ
け
で
い
わ
ゆ
る「
標
準
的
行

政
サ
ー
ビ
ス
」
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
と

判
定
さ
れ
ま
す
。

　
県
内
１９
市
の
中
で
の
順
位
は
８
番
目
で

し
た
。な
お
、１９
市
の
平
均
は
０
・
５
９
２

な
の
で
、平
均
以
上
の
財
政
力
を
持
っ
て

い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
地
方
債
と
は
、地
方
自
治
体
の
借
金
で

す
。一
人
当
た
り
の
地
方
債
現
在
高（
借

金
残
高
）は
３
、６
０
０
円
ほ
ど
増
加
し
ま

し
た
。こ
れ
は
、主
に
地
域
振
興
基
金
積

立
の
た
め
に
合
併
特
例
債
を
１２
億
円
余

り
借
り
入
れ
た
こ
と
と
、安
曇
野
地
区
広

域
排
水
事
業
国
営
事
業
負
担
金
の
支
払

い
に
１２
億
円
弱
を
借
り
入
れ
た
た
め
で
す
。

　
地
域
振
興
基
金
は
地
域
振
興
の
た
め

の
積
立（
貯
金
）で
あ
り
、広
域
排
水
事
業

は
長
期
的
な
事
業
の
一
括
精
算
に
基
づ
く

も
の
で
、特
殊
な
事
情
に
よ
り
ま
す
。

　
地
方
債
現
在
高
と
し
て
は
、若
干
増
え

ま
し
た
が
、特
に
将
来
の
財
政
状
況
を
圧

迫
さ
せ
る
ほ
ど
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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実
質
公
債
費
比
率
は
、
地
方
債
の
元

利
償
還
金
に
加
え
、
「
地
方
債
の
元
利

償
還
金
に
準
ず
る
も
の
（
＝
準
元
利
償

還
金
）」
が
「
標
準
財
政
規
模
」
に
占

め
る
割
合
を
表
す
も
の
で
、
財
政
構
造

の
弾
力
性
を
公
債
費
等
と
い
う
義
務
的

経
費
か
ら
み
る
も
の
で
す
。

　
１８
％
以
上
に
な
る
と
地
方
債
の
借
り

入
れ
に
県
の
許
可
を
要
す
る
よ
う
に
な

り
、
２５
％
以
上
に
な
る
と
地
方
債
の
発

行
が
一
部
制
限
さ
れ
ま
す
。

　
昨
年
度
と
同
値
で
あ
り
、
１８
％
に
も

余
裕
が
あ
り
ま
す
。

　
経
常
収
支
比
率
と
は
、経
常
的
に
支

出
す
る
経
費（
経
常
的
経
費
）の
た
め
に

「
経
常
一
般
財
源
」（
市
税
・
地
方
交
付
税

な
ど
）が
ど
れ
だ
け
消
費
さ
れ
た
か
を
示

す
比
率
で
す
。

　
経
常
収
支
比
率
が
高
け
れ
ば
、経
常
一

般
財
源
の
使
途
が
固
定
し
て
い
る
こ
と

に
な
り
、財
政
の
硬
直
化
が
進
ん
で
い
る

こ
と
を
示
し
ま
す
。
逆
に
こ
の
比
率
が
低

け
れ
ば
、ほ
か
の
使
途
に
回
せ
る
こ
と
に

な
り
、余
裕
の
あ
る
財
政
状
況
に
あ
る

と
い
え
ま
す
。

　
経
常
収
支
比
率
は
１
・
８
ポ
イ
ン
ト
上

昇
し
ま
し
た（
昨
年
度
８２
・
７
％
）が
、こ

れ
は
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
や
老
人

保
健
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
が
増
加
し

た
ほ
か
、特
に
下
水
道
事
業
会
計
へ
の
繰

出
金
が
増
加
し
た
こ
と
が
要
因
で
す
。

　
全
国
自
治
体
の
現
在
の
財
政
状
況
の

中
で
は
、お
お
む
ね
適
正
な
状
況
と
と
ら

え
ら
れ
ま
す
。

　
人
口
１
、０
０
０
人
当
た
り
の
職
員

数
は
、
７
・
１９
人
と
な
り
ま
し
た
。

　
全
国
的
に
公
務
員
を
減
ら
す
努
力

が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
地
方
自
治
体

も
定
員
の
削
減
を
行
っ
て
い
か
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、
安
曇
野
市
で

は
、
合
併
に
よ
る
行
政
管
理
部
門
の

統
合
等
と
も
相
ま
っ
て
職
員
数
の
減

少
が
進
ん
で
い
ま
す
。

　
人
口
１
人
当
た
り
の
人
件
費
・
物

件
費
等
は
１
万
円
余
り
減
少
し
ま

し
た
。

　
合
併
の
効
果
が
表
れ
て
き
た
結
果

と
考
え
ら
れ
ま
す
。
今
後
も
行
政
改

革
等
を
進
め
、
よ
り
効
率
的
な
行
政

運
営
を
行
っ
て
い
き
た
い
と
思
い

ま
す
。

実質公債費比率…13.8％
じっ  しつ   こう   さい    ひ      ひ     りつ 

借金の割合 地方債残高…37万2,439円
ち    ほう  さい  ざん  だか

市の借金 財政力指数…0.613
ざい  せい  りょく  し    すう

財政の体力

経常収支比率…84.5％
けい じょうしゅう  し     ひ    りつ 

人件費・物件費等
…10万6,256円

職員数…7.19人

「財政指標」でみる

市の財政状況

　決算状況をまとめる中では、各種の財政指標等の算定も行っています。

　グラフは、平成１７年度を基準として、平成１８年度の各指標の変化を

表していますが、グラフが外側に広がった方が、財政状況としては好転

したと見ることができます。

総　評

　安曇野市としては、２回目の決算となり

ましたが、合併の効果や行政改革による行

政効率化の一端が表れつつあります。

　一方、経常収支比率の上昇の原因にみる

ように、他会計への繰出金が増加しています。

これはその会計の必要経費が増大してきて

いるためです。

　今後の財政運営にあたっては、安曇野市

の全部の会計に目を向けながら、総合的な

調整を行っていきたいと思います。

財政力指数

実質公債費比率

職員数（人口1,000人当たり）

地方債現在高
（人口１人当たり）

人件費・物件費等
（人口１人当たり）

経常収支比率

0.613

372,439円
363,820円

0.592

84.5％

82.7％

13.8％

13.8％

7.19人

7.34人

117,077円

106,256円

平成18年度

平成17年度

事務（処理）
の効率性

財政のゆとり

行政の効率性


